






かった11,12,15,17,20,21）。医療従事者は自分またはパート

ナーが日本語を少し話せると知ると、それ以上英語

を話そうとしなかったという意見もみられた20）。医

療通訳の配置20,21）や、多言語での情報提供が求めら

れていた12,17,20）。一方で、日本の産科医療には母国

の医療者にはない特性があり言葉が通じなくても安

心できるといった意見もみられていた12）。

２）宗教上の慣習および文化的配慮

　イスラム教を信仰している女性（以下、ムスリム

女性）は、イスラム教義に則った食事制限（ハラ 

ル）11,21）、礼拝（サラー）11）、隠すべき身体の範囲（ア

ウラ）11）、女性医師の診察を希望する11,21）等を重視

し、宗教的配慮への対応が柔軟な出産施設を選択し

ていた11）。また、ラオス出身の女性が重視する火の

そばで過ごす（ユーファイ）や食事制限（カラム）

といった伝統的な産後ケアは、日本の医療環境では

再現が困難であり、葛藤の要因となっていた23）。

３）日本の周産期医療に対する安心または不安

　日本の周産期医療は、最先端の技術、設備があり

安全、安心であると評価されていた12,13,16,21,22）。一方 

で、外国人妊産婦は母国との医療慣習の違い11,13,17,20） 

から困惑することがあった。「ブラジルの妊婦健診

は 30分～１時間であるのに対し、日本では短時間

であるため聞きたいことが十分に聞けない」17）、「妊

娠の初期に出産する病院を選択しなければならな

かった」、「日本では硬膜外麻酔が一般的ではなく、

平日日中のみしか行うことができなかった」、「自

国であれば出産費用は保険でカバーされたが日本

の出産費用が高額である」20）等であった。その一方

で、外国人女性は、自身の言語能力の限界を認めつ

つも、何とか意図を伝え、あるいは意図を汲み取ろ

うとしていた。医療者は、「異文化や言葉に配慮し

対象者の母国語で話しかける」、「言葉がわからなく

ても共感的な態度で接する」といった言語・非言語

的な工夫を凝らし、対話に尽力する姿勢を示し続け

たことで、相互補完的な好ましい関係が構築されて

いった12）。

４）ネットワークと妊娠期から育児期の継続した支援

における課題

　外国人妊産婦は、母国の家族や同国人ネットワー

クの支援を大切にしていた18,20）。外国人妊産婦に

とっては、日本の医療者と十分に話す機会がなくサ

ポートに満足していないことや育児や日常生活のサ

ポートは夫のみであることから妊娠期から産後にか

けての社会的支援が不足していることが大きな不安

要因となっていた13）。日本での家族や知人のサポー

トが乏しい場合、孤立を感じやすく、育児期にお

ける孤独感が精神的な負担を増大させていた14,15,17）。

ブラジル人妊産婦は「家族と信頼できる人が頼り」

とする傾向が強く、日本の社会的サポートが希薄な

ことから、仲間のネットワークに頼ることで支援を

受けることが多かった17）。様々な国籍の外国人を対

象とした研究では、文化のギャップを埋めるために

仲間のネットワークが役割を果たしていた20）。在日

中国人の女性を対象とした研究において、ビザや経

済的などの関係で中国の両親からの支援が得られな

い、日本人の夫をもつ中国人の妻は、夫に対しての

積極的な家事や育児の支援を望んでいるが得られに

くい状況であった22）。一方で、妊娠期から育児期に

かけて、同じ保健師が継続して担当し、妊娠期から

の信頼関係の構築、母国と日本の文化をすり合わせ、

安心して育児が行えるような支援を行っていた報告

もみられた19）。
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Ⅴ．考察

１．研究動向

　在留外国人女性の妊娠・分娩・育児に関する論文の

発行年数は、2023 年が３件と最も多く、それ以外は

年間１～２件であり、相対的に研究数が少ないことが

明らかとなった。また、調査実施時期は、2016 年が

４件と最も多く、それ以外は年間１～２件であった。

若年層の在留外国人の数、日本で妊娠、出産および育

児をする外国人が増加しており、今後もさらに増加す

ることが予測されるため、在留外国人の妊娠・出産・

育児支援に関する実態を明らかにする必要があると考

えられる。

　13 件の論文における研究対象者の国籍は、中国が

31 名と最も多く、次いでブラジル 30 名、フィリピ

ン 10名、ベトナム６名であった。中国、ブラジル出

身者が突出して多いことについては、日本における両

国出身者の在住者数の多さが影響していると考えられ

る。また、中国やブラジルの文化的背景や言語的課題

を理解することは、対象者数が多い分、支援策の一般

化にも寄与する。フィリピンやベトナムも、近年の技

能実習生や介護分野での外国人労働者の増加により、

医療・育児の課題が顕著に浮かび上がりやすい対象国

籍であるといえる。

２．在留外国人女性が妊娠・分娩・育児で直面してい

た問題

１）言語の障壁によるコミュニケーションの問題

　言語の障壁によるコミュニケーションの問題は、

外国人が日本の医療施設で体験する困難のひとつと

して挙げられていた24）。2014 年に発行された同様

のレビューにおいても、言語の壁や情報・サービス

へのアクセス不足の経験が報告されていた。さらに、

単なる言語の翻訳だけでは不十分であり、通訳する

人には困っていることや不安、悩みを受け止めるカ

ウンセリング能力も求められていた9）。橋本らの研

究では、外国人女性と医療者が互いに言語的・非言

語的な工夫と努力を重ねることで、言語の壁を超え

た相互補完的で信頼に基づく良好な関係が構築され

た12）と述べている。言語の壁を超えるためには、通

訳者に困っていることや不安、悩みを受け止めるカ

ウンセリング能力が求められること、外国人女性と

医療者双方が互いの意図を伝え合おうと努力し、異

文化や言語に配慮した共感的な態度で接することが

重要である。これにより、信頼に基づく相互補完的

な良好な関係が構築されることが可能となる。多言

語対応マニュアルの整備、医療通訳者の配置や、タ

ブレット端末を利用した翻訳システムの導入等の

ハード面の整備に加え、言語能力に関わらず外国人

女性は異文化の医療環境に対する不安があることを

踏まえたうえで、妊娠初期から日本の産科医療や地

域の育児支援について情報提供を行っていく必要が

ある。

２）宗教上の慣習および文化的配慮

　ムスリム女性は、「ハラル」や「サラー」、「アウラ」、

女性医師による診察など宗教的配慮への対応が柔軟

な出産施設を選択していた。ムスリム女性らが外国

人妊産婦に共通する不安や戸惑いに加え、宗教上の

葛藤も抱えていることを理解したうえで宗教を含む

文化や価値観を尊重し、個別性や多様性に配慮した

ケアを提供し、肯定的な出産体験に繋げることが重

要である11）。一方、ラオス出身の女性が重視する伝

統的な産後ケア「ユーファイ」や「カラム」は日本

の医療環境での再現が困難であることが葛藤の要因

となっていた。伝統的な産後養生の慣習は先人から

受け継がれた文化であることから、文化に配慮した

看護ケアとして、異文化背景を持つ女性の出産にま

つわる文化的慣習を健康への影響を考慮しつつ尊重

する姿勢と実現可能な範囲で支援していく姿勢が求

められる23）。日本の医療環境において、これらの宗

教上の慣習は完全に実現することが難しい場合も多
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く、双方の調整や柔軟な対応が必要である。そのた

め、まずは対象者の文化や価値観を理解し、個別性

を尊重した現実的な支援を模索することが重要であ

る。これにより、相互理解を深め、異なる異文化背

景や信仰をもつ女性が安心してケアを受けられる環

境を提供する基盤が築かれるだろう。

３）日本の周産期医療に対する安心または不安

　日本の周産期医療は、最先端の技術、設備があり

安全、安心であると評価されていた。一方で、外国

人妊産婦は母国との医療慣習の違いから困惑する

ことがあった。外国人の女性は母国の制度に慣れて

いるため、日本独自の手続きや医療方針に対して戸

惑いや違和感を覚えることがある。医療通訳サポー

ト20,21）、出産前の母親学級・両親学級での情報提供

を多言語で行う12,17,20）等が必要である。妊娠初期か

らの日本の周産期医療制度に関する説明、パンフ

レットの配布、母国の文化を理解したケアを行うこ

と等、妊娠初期から継続した支援を行うことで、信

頼関係の構築に努めることが大切である。

４）ネットワークと妊娠期から育児期の継続した支援

における課題

　外国人妊産婦は、母国の家族や同国人コミュニ

ティからの支援を大切にしていたが、日本に住む外

国人の多くは限られた交流範囲の中で生活している

ため、家族や仲間との距離感が不安を招く原因に

なっていた17）。特に、ビザの制約などで母国の家族

の訪問が難しい場合は、支援を受けることができず

にいた22）。日本での家族や知人のサポートが乏しい

場合、彼女らは孤立を感じやすく、育児期における

孤独感が精神的な負担を増大させていた14,15,17）。こ

れらの結果から、地域において、妊娠期から育児

期にかけて継続した支援19）が求められる。2014 年

に発行された同様のレビューにおいても、医療機関

や自治体における支援が十分でないことが明らかに

されていた。育児期の各段階で支援ニーズが異なる

ことを考慮した継続的な支援、自国の文化を大切に

しながらも、新たな文化に適応していくための支援、

家族調整、家族に定期的に関わることが求められて

いた9）。そのため、地域の保健師や助産師が主体と

なり、在留外国人同士による出産や育児に関する情

報を共有、育児相談の場を設ける、自治体が在留外

国人妊産褥婦の家族支援情報を多言語で提供し、サ

ポートネットワークの構築を促進する等が考えられ

る。

Ⅵ．結論

　在留外国人妊産褥婦は、日本での妊娠・出産・育児

において、言語の壁、文化的・宗教的背景の違い、周

産期医療慣習の違い、支援ネットワークの不足という

４つの課題に直面していた。言語の壁は医療従事者と

の意思疎通において大きな障害となり、多言語対応の

情報提供や医療通訳の配置が求められていた。また、

宗教や文化に基づく慣習への柔軟な対応も求められて

いた。ムスリム女性は宗教的配慮への対応が柔軟な出

産施設を選択していたが、ラオス出身の女性が重視す

る伝統的な産後ケアは、日本の医療環境では再現が困

難であり、葛藤の要因となっていた。さらに、日本の

周産期医療は高い評価を得ている一方で、母国との医

療慣習の違いに戸惑う外国人妊産婦も多く、妊娠初期

からの継続的な情報提供と信頼関係の構築が不可欠で

ある。加えて、在留外国人女性は、日本での家族や知

人のサポートが乏しい場合、孤立を感じやすく、育児

期における孤独感が精神的な負担を増大させていた。

そのため、地域の保健師や助産師による交流の場の提

供や自治体による多言語での家族支援情報の整備が求

められる。これらの課題に対応するためには、医療者

は、文化的背景や信仰を尊重しながら、妊産婦の不安

や困難に寄り添い、安心して妊娠・出産・育児に取り

組める環境を整えることが求められている。
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